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研究目的＝大量生産・消費・廃棄に象徴されるフロー型社会に対するものとしてストック型

社会が提示されているが、既存の物質ストックを有効に活用するためには、具体的にどのよ

うな物質がどの程度社会に蓄積され、活用され、将来にわたって廃棄物として発生し、また、

資源としての再活用が可能で、もしくは有害性を有するのかを明らかにすることが必要であ

る。このようなことから、本研究では第一に、物質フローの勘定体系と整合した物質ストッ

クの勘定体系を考案することを目的とする。併せて、フローとストックを総合した物質管理

のための指標、及び物質ストックの定量化手法を開発する。第二に、建設物や産業機械、自

動車、家電、電気・電子機器などの製品、建設鉱物、鉄、アルミ、その他の金属などの素材

を事例として物質ストック勘定を適用するとともに、近未来のシナリオ分析を行うことで、

ストックに関わる廃棄物・資源管理戦略について検討することを目的とする。  

 

研究方法＝本研究は、物質フローの勘定体系と整合した物質ストックの勘定体系の構築（1

つ目の目的に対応、下記①②③）、及び物質ストック勘定の適用と近未来のシナリオ分析（2

つ目の目的に対応、下記④⑤）で構成される。  

①物質ストック勘定体系の枠組みの構築  

 ストック勘定の用途、システム境界（人工環境と自然環境の境界）、ストックの種類（物

質の種類、活用の状況、所有の形態、廃棄物としての発生形態、再活用の可能性、有害性の

発現可能性など）、フロー勘定との整合性などの観点から勘定体系の枠組みを検討する。  

②フローとストックを総合した物質管理のための指標の開発  

 現在の資源生産性指標は、物質投入量に対する生産量で定義されているが、実際には生産

設備などの物質ストックも生産に貢献している。このような観点からの指標開発を行うとと

もに、リユース、リデュース、長期利用、資源性等に関わる指標を検討する。  

③物質ストックの定量化手法の開発と体系化  

 建設物や産業機械、自動車、家電、電気・電子機器などの製品、建設鉱物、鉄、アルミ、

その他の金属などの素材を事例としつつ、複数の物質ストック定量化手法を開発・体系化す

る。これには原単位を用いる手法や製品寿命を用いる手法などが含まれ、相互の整合性に配

慮する。また、原単位を用いる手法については産業連関分析を援用するなど原単位を推計す
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る手法についても検討する。  

④物質ストック勘定の適用  

 上記の製品や素材を事例として物質ストック勘定を適用する。戦略的に対応すべき金属類

の選定を行うとともに、いくつかの製品については構成素材の実測を行うほか、製品や素材

の散逸量等についても調査する。  

⑤近未来のシナリオ分析に基づく廃棄物・資源管理戦略の検討  

 ③で開発する物質ストック定量化手法のうち、製品寿命を利用した手法などを将来推計手

法に発展させた上で、近未来のシナリオの分析を行い、資源性、有害性の観点からの廃棄物・

資源管理戦略について分析する。  

 

結果と考察＝  

 

①物質ストック勘定体系の枠組みの構築  

 既存の体系や研究をもとに物質ストックの種類について包括的に検討するとともに、資源

採取以降の物質ストック（「在庫、備蓄、使用中の最終製品、冬眠中の使用済み製品などの

製品」「管理された埋立地の廃棄物」「散逸した物質」）を整合的に把握する意義と目的につ

いて検討し、これに照らして、廃棄物管理のための物質ストックの分類表、資源再活用のた

めの分類表を提示した。後者は図 1 に示すように、天然鉱物資源の分類表と整合的なものと

なるように構築しており、様々な物質ストックを資源として包括的に見ることに役立つもの

と考えられる。  

 

  

図 1 天然鉱物資源の分類表（左）と資源採取以降の物質ストックの分類表（右）  

 

②フローとストックを総合した物質管理のための指標の開発  

 ストック指標としての製品寿命の定義と推計手法、都市鉱山の資源性指標や品位評価指標

について検討を行った。  

 製品寿命はその値そのものが物質管理指標として機能しうると考えられる。製品寿命の研

究は様々な分野においてなされているが、その目的によって寿命の定義そのものが異なり、

直接の比較が困難になっているため、その整理を行った（図 2）。例えば、物質ストック勘

定においては滞留時間のような指標が重要である一方、長期使用の指標としては個々の消費

者による使用年数、すなわち製品保有期間や製品サービス期間と言った指標が重要になるこ

となどを示した。このような概念整理に加えて、具体的な使用年数分布の種類や推定方法の

整理を行った。使用年数分布は、分布の母集団（出荷年または使用済み年基準）と分布の縦

軸（台数または割合ベース）の 2 つの視点から 5 種類に分類できた。また、使用年数分布の

推定方法を大きく 4 つの方法に分類し、それぞれの特徴や使用年数等の定義との対応関係を
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整理した。既存文献から得られる使用年数分布データを用い、実際に推定される平均使用年

数の値について、分布の種類や推定方法による違いを比較考察した結果、過去において 2～

3 年のごく短期間で出荷に大きな変動がなければ、実用上は台数ベースと割合ベースの分布

の平均値を区別する必要がないこと、代表性のあるデータが得られる場合にはデータ入手性

に応じて任意の推定方法を選択できることなどが示唆された。  
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図 2 寿命に関わる言葉の定義の整理（耐久消費財とその使用部品の場合）  

 

 都市鉱山の資源性指標については、循環資源を天然資源の代替物であると捉え、天然資源

の供給がより困難であるものを代替できる循環資源はより価値が高いとする考え方に基づ

き指標開発に取り組んだ。具体的には天然資源の生産量や埋蔵量、さらにはその供給リスク

などが指標として機能することが明らかになった。また、循環資源のストックの資源性の評

価に際して、収集運搬における費用を考えればその存在密度が重要な指標になることも明ら

かにした。これに加え、都市鉱石を自然鉱石と比較してリサイクル性を評価するための指標

の構築を行った。このため、まず家電製品を例として、自然鉱石でも用いられている元素の

含有濃度を用いた評価を行い、そこで生じる問題点について整理を行った。次に、都市鉱石

のリサイクル性を自然鉱石と比較して評価するためには、都市鉱石から元素をリサイクルす

る際の TMR（都市鉱石 TMR）を知ることが必要不可欠な課題であることを明らかにした。

本研究で提案した都市鉱石 TMR のフレームワークを用いることで、原田らの推算した自然

鉱石 TMR との比較が可能となる。  

 

③物質ストックの定量化手法の開発と体系化  

 物質ストックの定量化手法の整理、製品の物質使用原単位データの整備、製品寿命データ

ベースの構築、金属資源の回収可能性の評価を行った。  
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 近年の研究では、物質ストック量を様々な異なる方法で推計してきた。そこで、今まで用

いられてきた方法を４つに分類し、それぞれ直接観測法、蓄積増分法、使用年数モデル法、

浸出しモデル法と名づけた。観測データは、直接観測法だけが投入量を必要とせず、蓄積増

分法だけが排出量を必要とし、蓄積増分法と浸出モデル法はともに初期ストックを必要とし

た。適用可能な空間範囲は、直接観測法以外では入手可能なフロー量や初期値により制約さ

れた。評価可能な時間は、使用年数モデル法と浸出モデル法が過去から近い将来まで推計可

能であった。これらの検討から、対象とする物質ストックの種類、データの入手可能性、評

価対象の空間的範囲、時間的範囲に応じて選択すべき方法が異なることが分かった。  

 次に、物質ストックの定量化に必要不可欠である製品の構成物質原単位を、廃棄物産業連

関に基づく物質フロー分析モデル (WIO-MFA モデル )を利用して推計しデータとして整備し

た（図 3）。銅製錬プロセスにおける副産物である銅電解スライムからの金および銀の抽出

技術などの非鉄金属製錬・精製プロセスの反映、および、PVC を含めたプラスチック部門の

拡張により、Fe、Al、Cu、Pb、Zn、Sn、Au、Ag、Ferro-alloy、Plastics の推計が可能とな

った。本手法により、約 400 品目の素材・製品・サービスに関して、素材系では 1t あたり、

製品・サービス系では 100 万円あたりの製品の構成物質原単位を得た。また、このうち建築

物と土木構造物については、別途設計図面などをベースに物質使用原単位のデータ整備を行

った。特に、ストック量の大きい道路と建築物については、その構造を規定する法規等の改

訂による原単位の変遷を推計した。さらに、物質使用原単位を地上部分と地下部分に分け、

都市鉱山としてのリサイクル性の検討に繋がるよう原単位を分類した。  

 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

粗
鋼
特

（
転
炉

）

粗
鋼
普

（
電
気
炉

）

粗
鋼
特

（
電
気
炉

）

普
通
鋼
形
鋼

普
通
鋼
鋼
板

普
通
鋼
鋼
帯

普
通
鋼
小
棒

そ
の
他

の
普
通
鋼
熱
間
圧
延
鋼
材

特
殊
鋼
熱
間
圧
延
鋼
材

鋼
管

冷
間
仕
上
鋼
材

め

っ
き
鋼
材

鋳
鍛
鋼

鋳
鉄
管

鋳
鉄
品
及
び
鍛
工
品

（
鉄

）

鉄
鋼

シ

ャ
ー

ス
リ

ッ
ト
業

そ
の
他

の
鉄
鋼
製
品

電
線

・
ケ
ー

ブ

ル

光

フ

ァ
イ

バ
ケ
ー

ブ

ル

伸
銅
品

ア

ル
ミ
圧
延
製
品

非
鉄
金
属
素
形
材

核
燃
料

そ
の
他

の
非
鉄
金
属
製
品

建
設
用
金
属
製
品

建
築
用
金
属
製
品

ガ

ス

・
石
油
機
器
及
び
暖
厨
房
機
器

ボ

ル
ト

・
ナ

ッ
ト

・
リ

ベ
ッ
ト
及
び

ス
プ
リ

ン
グ

金
属
製
容
器
及
び
製
缶
板
金
製
品

配
管
工
事
付
属
品

・
粉
末

や
金
製
品

・
道
具
類

そ
の
他

の
金
属
製
品

ボ
イ
ラ

タ
ー
ビ

ン

原
動
機

運
搬
機
械

冷
凍
機

・
温
湿
調
整
装
置

ポ

ン
プ
及
び
圧
縮
機

機
械
工
具

そ
の
他

の
一
般
産
業
機
械
及
び
装
置

建
設

・
鉱
山
機
械

化
学
機
械

産
業
用

ロ
ボ

ッ
ト

金
属
工
作
機
械

金
属
加
工
機
械

農
業
用
機
械

繊
維
機
械

食
料
品
加
工
機
械

半
導
体
製
造
装
置

そ
の
他

の
特
殊
産
業
用
機
械

金
型

重
量

（ｔ
）

Plastics

Ferroalloys 

Al

Zn

Pb

Cu

Fe

素材系製品　1tあたり

 

図 3 WIO-MFA モデルによる素材・製品の構成物質の推計結果  

(素材系 1t あたり、製品系 100 万円あたり ) 

 

 さらに、物質ストック量の推計・将来予測に欠かせない重要な情報である、製品の使用年

数等のデータベースを作成した。各種使用年数等の定義や推定方法の整理ならびに情報収集

の結果をふまえて、製品名、製品分類、使用年数等の定義、推定方法、使用年数等の代表値、
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値の対象国・地域、値の調査年、文献名などの約 20 項目をデータベースのフィールドとし

て、原著論文、政府や業界団体の統計資料、調査報告などの文献を幅広く調査整理し、16

カ国について 65 の文献から延べ数で 1300 を超えるデータを収録した。収録データの約 85%

は日本のデータであり、他国に比して日本では製品の使用年数情報が充実していることがわ

かった。  

 最後に、副産物および廃棄物からの金属資源の回収可能性について定量的な議論をするた

めに熱力学解析を用いて製錬プロセスにおける元素の分配傾向を明らかにした。具体的には、

既存の乾式製錬プロセス（転炉あるいは溶鉱炉）を利用した資源回収を想定して、Cu、Pb、

そして、Fe を溶媒とした時の各元素の金属相、スラグ相、ガス相への十数種の元素の分配

傾向を熱力学的に明らかにした。  

 

④物質ストック勘定の適用  

 素材として建設鉱物、金属全般、鉄、銅、アルミニウム、ニッケル、マンガン、インジウ

ム、リン、製品として建設物、自動車、電気電子製品を事例に、物質ストックの定量化や廃

棄物・資源としての回収可能性の検討、もしくはその前段階としての物質フローの把握を行

った。  

 建設鉱物については、使用済みとなったあとにいわゆる廃棄物として発生する可能性のあ

る潜在廃棄物の推計を試みた。その結果、建設鉱物の需要量に占める潜在廃棄物の比率は、

過去においては 40％程度、近年では 30％程度と推計された。また、2000 年の時点で社会に

ストックされていると推計された建設鉱物約 320 億 t のうち、約 90 億 t が潜在廃棄物、半

分の約 160 億 t が散逸的利用物（使用形態が散逸的であるが、EW-MFA で dissipative use of 

products and dissipative losses に含まれないもの）と推計された。潜在廃棄物の概念を導入

することによって、将来発生する廃棄物の見積をより適正なものにできると考えられる。  

 金属全般については、既存文献における 19 鉱種の物質フロー勘定体系を修正、拡大する

ことで金属ストックの一次近似的な推計を実施し、その精度を確認した。ここで用いた物質

フロー勘定体系は投入産出型であり、ストック推計の精度はその部門分割の精度に依存する

ことが明らかになった一方、ベースメタルについてはある程度の精度を持つことが明らかに

なった。  

 鉄鋼材については、図 1 の分類表の区分に応じて物質ストック量を推計した。図 1 の分類

表のもとになる区分では、廃棄物管理および資源再活用に関する興味から、1)存在形態、2)

発生可能性、3)発生時期、4)再活用可能性の 4 つの分類軸によって分けられる各項目の物質

ストックが定量化されることが望ましい。そこで、鉄鋼材を 11 用途に区分し、各用途にお

ける 2）3）4）を同定した。2006 年末時点での鉄鋼材の製品としての使用中ストックは 1,194

百万 t と推計され、その時点までで既に埋め立てられた 81 百万 t、散逸した 86 百万 t と合

わせ、表 1 を得た。  

 銅については、銅と銅合金を区別し、動的 MFA を実施することにより、使用中のストッ

ク量ならびに使用済み製品に含まれる銅素材のフローおよびストックについて分析した。

2005 年末時点での日本における銅および銅合金の使用中のストック量は、1,870 万 t（14.6 

kg/cap）と推計された（図 4）。同様に、累積散逸量は、990 万 t（7.7 kg/cap）と推計され、

電気・電子機械が主要な未回収物となっていることが分かった。また、銅スクラップと銅合

金スクラップそれぞれの回収量を推計した結果から、銅として製品に使用されたもののうち、

毎年約 30 万 t が銅合金スクラップとして回収されていることが分かった。  
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表 1 資源採取以降の物質ストック分類表の鉄鋼材への適用（2006 年、百万 t）  

 Products Wastes in managed 

landfill sites 

Dissipated 

materials Emerging in a year Not emerging in a year 

Economic 

31 1041 

  

Marginally 

economic 
  

Subeconomic 
123 81 86 
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 アルミニウムについては、そのリサイクルの現状と問題点について検討した。アルミニウ

ムの場合、新地金生産に必要な電気量が多大なためリサイクル効果が高い。しかし、老廃ス

クラップの展伸材へのリサイクルは、アルミニウム缶を除いて困難な状況である。合金別に

分離回収されないアルミニウムスクラップから再生される二次合金は Al-Si 系鋳造材であり、

加工性に乏しい。アルミニウムに限らずリサイクル材には不純物の混入により材料特性の低

下が避けられない。最近になって、使用済アルミニウムサッシの破砕・分離の技術の進歩に

より使用済アルミニウムサッシの輸出に歯止めのかかる状況が生まれつつある。  

 ニッケルについては、その総ストック量を推計するとともに、使用済みとして発生するニ

ッケル量で、再利用された老廃くず起源のニッケル量を除した形のリサイクル率を推計する

ことで、総ストック量中の再活用可能なニッケル量を簡易的に推計した。この定義によるリ

サイクル率は 30%弱にとどまることが明らかになり、総ストック量と再活用可能なストック

量の差が尐なくないことが明らかにされた。  

 マンガンについては、その需要の 96.1%を占める鉄鋼フローに随伴するマンガンの物質フ

ロー分析を行った。2005 年における日本のマンガンフローを分析した結果、製鉄プロセス

では、鉄鉱石およびその他の鉄原料として 266.2 千 t-Mn のマンガンが投入され、そのうち

銑鉄として 208.9 千 t-Mn が、高炉スラグとして 55.4 千 t-Mn が排出される事が明らかとな

図 4 銅および銅合金の用途区分別使用中ストック量と累積散逸量の経年変化  
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った。製鋼プロセスでは、製鋼スラグとして、530.7 千 t-Mn が排出されると共に、合金成分

を添加するために、二次精錬工程において、フェロマンガン、シリコンマンガンおよび金属

マンガンとして、577.6 千 t-Mn のマンガンが投入さている事が明らかとなった。  

 インジウムについては、その需要の 86.9%を占める透明電極用 ITO に利用されるインジウ

ムの物質フロー分析を行った。2004 年における日本のインジウムフローを分析した結果、

日本において、ITO 膜用途に利用されている 470t-In のインジウムのうちで、220t-In が拡散

もしくは潜在的に拡散している事が明らかとなった。220t-In のインジウムの拡散は、エネ

ルギー消費量で 11.4TJ の損失、CO2 排出量で 0.5 千 t-CO2 の損失、そして、TMR で 1.0 百

万 t-TMR の損失に相当する。2004 年に製造された FPD 製品に含まれるインジウム量は、ITO

膜用途のインジウムの約 3%であり、僅かに 14t-In であると得られた。  

 リンについては、そのフローの把握を中心としながら、ストック先への流入量を把握した。

リン資源の大半は肥料の原料として用いられており、畜産糞尿経由で流入する 145.20kt-P

とあわせて 545 kt-P が農地・牧草地に流入するが、リンの一部は土壌蓄積し、大半は環境

中に拡散している。鉄鋼業におけるリンフローはおよそ 93.81 kt-P であり、これらのほとん

どは脱リン工程を経た後に製鋼スラグに濃縮される  (93.07 kt-P)。環境中への拡散、ならび

に廃物中のリンフローは土壌、河川、汚泥、製鋼スラグ、その他廃棄物といった部門に向か

っている。スラグ中のリンは現状ではその大半が土木資材、アスファルト原料として用いら

れており、リン資源としての役割は果たさずに存在している。その流入量はリン鉱石輸入量

とほぼ同程度である。  

 建設物については、和歌山市中心部において経年的な 4d-GIS データベースを作成し、建

設資材ストックの推移を明らかにした。建物件数やコンクリート構造物の増加により､スト

ック密度は 1947 年から 2004 年までの 57 年間で 5.8 倍に増加をしていることが明らかにな

った。また、地下部分にストックされている建設資材は、2004 年時点で全体の 47％に上る

ことが分かった。都市部では地上構造物の増加に伴い地下構造物も増加しているが、将来未

回収となる可能性も高いだけに、地下部分に投入された建設資材の処理について十分考慮し

なければならない。  

 自動車については、自動車に用いられる鋼材中の随伴レアメタルの推計を行った。自動車

には多様な素材の部品が組み込まれており、多様な元素が自動車部品に随伴して存在してい

る。廃自動車（End of Life Vehicle：ELV）スクラップの電炉リサイクルでは、ステンレスに

含まれる Cr や Ni、その他特殊鋼に含まれる Mn、W 等のレアメタルは回収されることなく

スラグに移行・拡散したり、あるいは鋼材に含まれる不純物質として蓄積したりしている。

現状、電炉等で冷鉄源として再資源化されているカープレス、シュレッダー屑は約 250 万ト

ンであり（部品再利用、抜き取り分除く）、この中に Mn がおよそ 7,000t、Ni がおよそ 30,000t、

Cr がおよそ 30,000t、Mo がおよそ 6,600t 含まれていると推計された。  

 また、自動車については、中古車、中古部品、二次資源としての輸出に伴う金属資源流出

量を推計した。レアメタルは、統計的な制約より、ELV 中のエンジンに付随するものを対象

とした。推計に際しては、貿易統計と自動車・部品の金属組成情報を活用した。2005 年に

おいて、ELV 輸出を通じて、鉄 190 万 t、Al が 25 万 t、Cu が 24 千 t、Pb が 27 千 t、Zn が

8 千 t、またエンジン輸出により、Cr が 3.2 千 t、Mn が 2.0 千 t、Ni が 390t、Mo が 110t 流

出している結果が得られた。つまり、自動車廃棄に伴い発生した各金属の 3 割から 7 割が海

外に流出していることが分かった。また、Al、Pb、Zn、Cr、Mn の流出量は、対応する金属

の二次資源輸出量の 2.1 倍から 6.5 倍となり、無視できない量であることが確認できた。  

 電気電子製品については、これらの製品に含まれるレアメタル (Au、Ag、Ba、Cr、In、Ni、
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Pb、Sb、Sn、Sr、Zn、Zr)の潜在拡散量を推定した。推算に必要な組成データはヒアリング

調査、文献調査、実測にて行い、また廃棄台数はポピュレーションバランスモデルにより推

計した。その結果、家電製品については In、Sn、Ag の拡散量が増加傾向を示す一方、Pb、

Sb、Zr、Ba、Sr は減尐傾向を示した（図 5）。また、電子機器については、全ての元素で使

用済み PC・携帯電話に含まれる量が増加傾向にあることが分かった。  

 また、家電については、その輸出に伴う金属資源流出量を推計した。資源性および有害性

を併せ持つ家電（冷蔵庫、エアコン、洗濯機、CRT テレビ）を取り上げ、それらに付随する

資源価値の高い Cu、Au、Ag の流出量を推計した。2000 年から 2005 年にかけて 1200t/年

の Cu、150t/年の Au、1000t/年の Ag が国内で回収されずに、中古家電輸出を通じて海外に

流出している現状を明らかにした。さらに、国外に流出した Cu、Au、Ag の多くは、資源回

収技術が十分でない低所得国に蓄積しているため、それらの資源散逸リスクが高いことを確

認できた。  
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図 5 家電製品に含まれるレアメタルの潜在拡散量  

 

⑤近未来のシナリオ分析に基づく廃棄物・資源管理戦略の検討  

 通常の資源戦略のレビューとそこにおける循環資源の位置づけの検討、戦略的に対応すべ

き金属類の選定手法の検討、都市鉱山の品位評価を行うとともに、廃棄物・資源管理方策の

類型化を行い今後の戦略の考察を行った。  

 まず、天然資源における資源戦略のレビューを実施した。天然資源については、供給源の

多様化により安定供給の確保を目指してきており、輸入相手国の多様化によるリスク分散、

購入方法の多様化と自主開発比率の上昇、よりリスクの低い鉱種への代替、循環資源の積極

的な活用による供給源の多様化が行われてきている。循環資源の位置づけは、天然資源に対

する代替物という意味での供給源の多様化であるが、その規模が拡大するにつれて、循環資

源自体も単なるバッファーから主要な供給源の一つとなり、結果的に循環資源の安定的な供

給が必要になる、つまり安定的な静脈システムが必要となることを明らかにした。  

 戦略的に対応すべき金属類の選定については、選定のための簡易な評価指標を提案すると

ともに、その結果をより詳細な評価指標の結果と比較検討した。評価軸は資源性と有害性と

した。既存手法を適用してテレビに含まれる金属類の環境影響指標を算出して方法論間の比

較を行った結果、RoHS 指令の対象 4 金属（Pb、Hg、Cd、Cr
+6）が懸念すべき金属類を網

羅できていないこと、評価軸が同じでも適用する指標によって結果が大きく異なるため尐数

の戦略対応金属を選定する場合には複数の指標を用いるべきこと、指標が考慮している事象

が多いほどより正確な結果が得られるわけでないことなどが示された。  

 都市鉱山の品位評価については、都市鉱石 TMR を試算し、自然鉱石 TMR との比較により、
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ノート PC と携帯電話に含まれる金属元素のリサイクル性を評価した。その結果、Au、Ag、

Cu、Fe、Al、Ta に関しては都市鉱石 TMR が自然鉱石 TMR を下回り、リサイクルが有効で

あると考えられた。さらに、唯一都市鉱石 TMR が自然鉱石 TMR を上回った In に関しては、

リサイクルプロセスの改善を考察し、使用される酸や有機溶媒の繰返し利用、液晶パネルに

付随したガラスの事前除去をするなどのプロセス改善により自然鉱石 TMR と同等の値にま

で減尐させることが出来ることを示した。  

 最後に、物質ストックに対してどのような管理方策があるかを理論的な側面から検討した。

まず、使用中の製品等のストック管理方策と使用済み製品等に含まれる素材等の管理方策に

分け、後者についてはさらに回収された使用済み製品等の管理方策と使用済み製品の回収利

用を促進するための管理方策に分けて検討した。また、以上を支援する全般的な方策につい

て検討した。最終的には、これらの方策を組み合わせて、今後のビジョンに合致するような

戦略を策定する必要があると考えられる。  

 

結論＝以上、本研究の成果をまとめると以下のとおりである。  

・ 勘定体系の枠組みについては、廃棄物管理のための物質ストックの分類表、資源再活用

のための分類表を提示した。後者は天然鉱物資源の分類表と整合的なものとなるように構

築しており、様々な物質ストックを資源として包括的に見ることに役立つものと考えられ

る。  

・ 物質管理指標については、物質ストック管理指標としての製品寿命の定義や推定手法の

整理を行うとともに、都市鉱山の資源性指標の検討や都市鉱石 TMR による使用済み製品

に含まれる金属の品位評価手法の提案を行った。  

・ 定量化手法については、物質ストックの定量化手法の整理を行うとともに、物質ストッ

クの定量化に不可欠な製品の物質使用原単位データの整備、製品寿命データベースの構築、

金属資源の回収可能性の評価を行った。  

・ 物質ストック勘定の適用については、素材として建設鉱物、金属全般、鉄、銅、アルミ

ニウム、ニッケル、マンガン、インジウム、リン、製品として建設物、自動車、電気電子

製品を事例に、物質ストックの定量化や廃棄物・資源としての回収可能性の検討、もしく

はその前段階としての物質フローの把握を行い、その廃棄物・資源管理上の含意を提示し

た。  

・ 廃棄物・資源管理戦略については、通常の資源戦略のレビューを行って循環資源の位置

づけを明らかにするとともに、戦略的に対応すべき金属類の選定手法の検討、都市鉱石の

品位評価を行った。また、廃棄物・資源管理方策の類型化を行い今後の戦略の考察を行っ

た。  
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